公 共 施 設 管 理 届

令和　　年　　月　　日

豊明市長

開発行為をしようと　住　所

する者　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

都市計画法EQ \o\ad(第32条,　　　)

EQ \o\ad(第2項,　　　)の協議により、自ら管理することとなった開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設の管理について、次のとおり届け出ます。

	新設する公共用地の名称
	番号
	概　　　　要
	用地の帰属
	備考

	
	
	延　長
（ﾒｰﾄﾙ）
	幅　員
（ﾒｰﾄﾙ）
	面　積
(平方ﾒｰﾄﾙ)
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	公共施設の位置

の明示方法
	(1） この道路の土地は、開発行為に関する工事の完了までに不動産登記法に基づいて分筆し、この土地の地目を公衆用道路とする。

(2)この道路の区画は、側溝、縁石、コンクリート杭等により標示する。

	管理方法
	(1） 開発者（開発許可を受けた人）が沿道宅地（開発区域内の土地で、この道路に面する宅地）を分譲するまでの間は、開発者が、この道路の維持管理を行う。

(2）  開発者が沿道宅地を分譲する場合は、この道路の所有権についても各沿道宅地（開発区域外の土地は含まないEQ \o\ad(。）,　　)の所有者の共有として所有権を移転し、この道路の維持管理を引き継ぐ。

(3）  沿道宅地の所有者が沿道宅地の所有権を移転する場合は、この道路の維持管理を所有権の移転を受ける人に引き継ぐ。
(4） 上記 2 又は 3 により所有権を移転する場合は、この道路の平面図、測量図、地図等の写し及びこの道路に埋設した水道管、下水管等の位置、構造を示す資料を所有権の移転を受ける人に引き継ぐ。
(5)上記 1 から 3 までにより維持管理を行う人は、この道路が常に適正な状態を保つように維持管理を行う。

	協議の内容
	(1） 工事中の災害防止に万全を期すること。
(2） 公共施設については、区画を標示すること。
(3） 公共施設となる土地は、不動産登記法に基づく分筆を行い、適正な地目の登記を行うこと。
(4） 公共施設を管理することになった者は、この公共施設を常に適正な状態に保つように維持管理を行うこと。
(5） 公共施設の権利を移転する場合は、この公共施設の維持管理を権利の移転を受ける者に引き継ぐこと。
(6） 開発行為に関する工事が完了したときは、公共施設に関係する土地の登記事項証明書、地図等の写し及び実測確定図を市長に提出する。
(7)開発行為許可申請を提出するまでに、公共施設管理届を市長に提出するこ
　　と


　（注） 1 　「協議の内容」欄は、都市計画法EQ \o\ad(第32条,　　　)

EQ \o\ad(第2項,　　　)の規定により協議した内容を具体的に記

　　　　　入してください。

　　　　 2 　公共施設の位置、形状、管理及び帰属の状態を示す図面を添えてください。

